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現代政治の変容とデモクラシーのゆくえ
ポピュリズムとナショナリズムをめぐる論点整理を中心に
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はじめに

近年、世界各地で自国民優先を掲げる政治が勢
いを得ており、社会の新しい亀裂や分断が深刻化
している。また、強力な政治指導者が特定の集団
を非難し、対立を煽りながら支持を集める現象も
多くみられるようになっている。政党の変質や政
党政治の衰退が語られるなか、従来の政治による
社会の統合が困難になりつつあるようにもみえる。

こうした状況にあって2000年代の政治学におい
ては、ポピュリズムの広まりやナショナリズムの
再興がさまざまに論じられ、多くの本や論文が発
表されている。筆者らも主にヨーロッパを対象と
し、ポピュリズムの動向についての共同研究を行
い、その成果を書籍として刊行した（高橋編
2013）。さらには、欧州統合の進展の一方で国民
国家へと向かうベクトルが強まりつつあることに
着目し、「再国民化」という観点から各国の政治
情勢の分析に取り組んだ（高橋・石田編 2016）。
そして現在も後続のプロジェクトにおいて、その
ような動きと各国民主政治の変容の関係について
研究を進めている1 )。

本稿では、以下で社会と政治の変化を概観した
後、さまざまに論じられているポピュリズムとナ
ショナリズムという 2 つの概念について、デモク
ラシーをめぐる問題状況と関連づけながら整理し
ていく。その際、ここではあえて視野を広げ、社

会経済的な変化と民主政治の動向との関連を俯瞰
的にとらえることをめざす。それにより、われわ
れが「再国民化」の意義や帰結に関するさらなる
考究を進めていくための視座を定めることにした
い。

1 ．「デモラクシー」のとらえ方

初めに「デモクラシー」のとらえ方について確
認しておこう。

「デモクラシー」という言葉について、その語
源がギリシャ語の「Demos（人民・民衆）」と

「Kratos（力）」の組み合わせにあり、「民衆によ
る支配」を意味するということは広く知られてい
る。ただし、それが政治にかかわる原理や思想と
して語られる場合と、体制や実態として語られる
場合があることには注意すべきであろう。ここで
われわれが現実の政治勢力の動きや具体的な争点
を論じるうえでは後者、すなわち政治体制、ある
いはやや広く「政治のあり方」として考えること
にしたい2 )。

デモクラシーを政治体制としてとらえる場合、
現代においては基本的に代議制がとられており、
選挙や議会といった制度を通じて民衆の声が形式
的ではあれ、政治的な決定に反映されることが重
要となる。他方で、20世紀の社会経済的発展を通
じて先進民主主義国とみなされるようになった
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を制度化してきており、その意味で「リベラル・
デモクラシー」の内実を備えたものになっている。
しかし、リベラルな社会を支える諸制度とデモク
ラシーの関係は、歴史的な経緯のなかで両者が結
びついたものであり、必然的な組み合わせとは限
らない。ドイツ出身でアメリカで活動する政治学
者 Y. モンクは、選挙が行われるものの司法制度
への極端な政治介入がみられる場合など、「非リ
ベラルなデモクラシー」がある一方で、官僚主義
的な専門機関の肥大化やエリート支配による「デ
モクラシーなきリベラリズム」もあリうるとして
いる（モンク 2019）。

とはいえ、われわれが今日の西欧諸国（および
日本や韓国）の政治動向をみる場合は、（完全で
はないものの）ある程度の水準で実現された「リ
ベラル・デモクラシー」が変容しつつあるという
視点に立つことができるだろう。そのような認識
に基づいて、以下でその変化について考えていく。

2 ．変わりゆく社会と「現代」の特性

ここでは、民主政治が展開される場としての
「現代」をどのようにとらえるか、という点につ
いて一定の整理を試みる。

一般に、科学技術の発展をともなって産業化が
進み、人々の生活水準も向上していく過程が近代
化としてとらえられる。しかし、第二次世界大戦
後の高度経済成長期を経て、社会組織も複雑化し
た社会においては、ある時期から、進歩や成長へ
の素朴な信頼が揺らぎ始め、近代性が変質したと
考えられる。

たとえば、ドイツの社会学者 U. ベックは、人
間の諸活動が、自覚不能な形で、自らの存立基盤
を破壊しかねないほどに変えていくようになった
段階を「第二の近代」ないし「再帰的近代」とと
らえている（ベック 1997；ベック 1998）。また、
犯罪社会学を専門とするイギリスの学者 J. ヤン
グは、グローバル化や情報化の進展によって文化
と空間が分離し、過剰な文化的包摂と構造的排除
が同時に進む現代を「後期近代」と呼んでいる

（ヤング 2008）。
さまざまな見方があるなかでも、ここでは特に、

そのような現代の特質を「液状化する近代（リキ
ッド・モダニティ）」と呼ぶイギリスの社会学者
Z. バウマンの議論に注目したい（バウマン
2001）。バウマンによれば、現代は、労働や家族
生活をも含めて規範や制度が流動化した時代であ
るという。そこでは、人々が文化や制度から解放
される一方で、その立場が著しく不安定化してい
くとされる。また、労働・雇用形態の面から特徴
づけられる社会の「個人化」が進むとされるが

（バウマン 2008：第 1 章）、この点は人びとの社
会への関わり方の変化をとらえるうえで重要であ
る。

その背景にある経済面での変化については、脱
工業化、サービス経済化がたびたび指摘されるが、
特に「フォーディズム」の終焉としてとらえる視
点が欠かせない。すなわち、第二次世界大戦後の
高度経済成長は、流れ作業による大型耐久消費財
の大量生産を基軸とし、雇用機会の創出や再分配
政策の拡大をともないながら進んだが（「フォー
ディズム」）、この発展様式が、市場の飽和や石油
供給の制約により持続不能になったのである。そ
の段階の経済は、経験的知識や熟練よりも科学的
知識が優位になる「ソフト資本主義」という面を
も つ よ う に な り（Thrift 1997）、さ ら に 近 年

（2010年代）になると、情報・通信技術の発達が、
就労・雇用形態の多様化、流動化をもたらしてい
る。そこでは、雇用関係を含めた経済活動が単発
的に展開される「ギグ・エコノミー」が広がり、
個人事業主とみなされる労働者がインターネット
上で企業が提供するシステムを通じて不安定で保
障を欠いた契約関係に組み込まれる「プラットフ
ォーム（型）労働」もみられるようになる3 )。

ポスト・フォーディズムの低成長時代には、福
祉国家の発達を可能にした労資階級間の妥協

（「リベラル・コンセンサス」）も終わりを迎え
（田中 2021：25-52）、「小さな政府」を志向する
新自由主義的な政策展開の下で国民間の格差の拡
大・固定化が進んだ。そこでは雇用の不安定化と
も結びついた社会の個人化がいっそう進み、集合
的な行為としての社会運動や政党活動にも大きな
影響を与えていった。また、フォーディズムの時
代には一国単位で経済成長が実現したのに対し、
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その後は、ヒト・モノ・カネの動きが国境を越え
て広がる「グローバル化」によって、経済面だけ
でなく、環境問題や貧困・犯罪などの社会問題も
国境を越え、それに対処しようとする動きも生ま
れた。とりわけヨーロッパでは、EU の発達が国
民国家という枠組みの意味をも変えていった。

3 ．政治の変化

⑴ 従来の政治
上述のような社会経済状況の中で、政治の領域

ではどのような変化が生じているのだろうか。
現代デモクラシーはほとんど例外なく代議制を

とるため、制度的には議会と選挙が基軸となり、
アクターとしては政党が中心的な役割を果たして
きた。近代化の主要局面、すなわち技術発展と経
済成長が進み、社会保障制度も拡大した時期

（「福祉国家」の時代）の民主政治は、何より「政
党デモクラシー」として存在した。他方で、ヨー
ロッパの多くの国では、それが選挙による自由な
競争という一般的なデモクラシー像とはやや異な
り、実質的には労資の階級対立が主要な政治的対
抗関係として制度化されていた。そこでは職業、
宗教、地域など、社会における構造的な区分

（「社会的クリーヴィッジ」）に沿って、各々の集
団の利益を政党が媒介し、議会で政策決定を行う
形がとられた。その意味でこの時期の民主政治は

「（階級均衡）組織政党デモクラシー」というべき
実態をもつものであった4 )（網谷 2014）。さらに
いえば、そこでの競争は、労資の二大勢力以外に、
農業者、キリスト教会、自由主義なども含め、そ
れぞれに職能的、宗教的、思想的な支持基盤をも
った各党の「すみ分け」により、限定的なものに
とどまる傾向にあった（中田 2015）。

⑵ 政党政治の変容
そのような組織政党デモクラシーは、高度経済

成長を経て変質していく。周知のように、特定の
支持基盤に依拠した大衆組織政党は、ある時期か
らより広範な支持を求めて「国民政党」ないし

「包括政党（catch-all-party）」へと変貌していっ
た（Kirchheimer 1966）。そのなかで、政党が基

本的な価値観や理念に基づくものでも、社会の側
からの利益の集約でもなく、選挙での支持拡大を
めざした戦略的対応に特化し、「専門職的選挙政
党」の性格を強めるようにもなる（パーネビアン
コ 2005）。また、各党が有権者や支持母体から離
れ、政党助成金を中心とした国家の諸資源に依存
し、その分配をめぐって交渉を続ける「カルテル
政党」となる傾向も指摘されてきた（Mair
1997：ch.5）。

こうした展開の背景にあるより具体的な変化と
しては、党員数の減少、選挙投票率の低下、「支
持なし層」の増大、投票行動の流動化（投票先の
変更に象徴されるような「変易性」の増大）など
が挙げられる（Dalton/Wattenberg 2000）。また、
政治において人びとがかつてのような職能集団や
政党組織との結びつきを失うことで、個人として
の判断や行動の比重が高まっていく傾向は「政治
の個人化（personalization）」ととらえられる

（McAllister 2007；Karvonen 2010）。さらには党
のイデオロギーや政策よりも主要政治家の言動や
対外的なイメージが重視されるようになる「政治
の人格化（personification）」も進み、（議院内閣
制をとる政体においても）選挙戦のあり方や投票
時の意識の面で、有権者個人から執政府の長への
統治委任が直接的になされる要素が強まる「大統
領制化」が論じられるようにもなっている5 )

（Poguntke/Webb 2007＝2014）。
他方で、政治の個人化と政党政治との関係は多

様であり、近年の変化が必ずしも政党の衰退を意
味しないという見方がある（Rahat/Kenig 2018）。
その中には、政党と有権者との直接的な結びつき
が弱まる一方で、有権者の選好と政党の政策的傾
向の対応関係は持続していると指摘するものもあ
る（Dalton et al. 2011；Heider/Wauters 2019）。
とはいえ、それらをふまえても、多くの有権者が
議会外の中間団体を介して安定的に政党と結びつ
くような政治のあり方は大きく変貌しており、前
節でみたような社会の個人化と、ここでいう政治
の個人化とが連動しながら進んでいると推察され
る。
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⑶ デモクラシーの「危機」
続いて、そのような政治変容とデモクラシーと

の関係を考えてみよう。民主主義ないしデモクラ
シーが危機に瀕しているという指摘がたびたびな
されてきたが、それはどのような意味においてで
あろうか。

アイルランドの政治学者で「カルテル政党」論
を展開し、政党政治研究に大きな影響を与えた
P. メアは、伝統的な形態での大衆の政治参加の
低下が政党の衰退を招いていると指摘するだけで
なく、それがデモクラシーの危機にも直結してい
ると考えた（Mair 2013）。他方で、第二次世界大
戦後の欧州諸国でリベラル・デモクラシーの実態
が整う過程においては、労働運動と結びついた社
会民主主義勢力の伸長が大きな意味をもっていた
ことから、社会経済的背景まで含めてより広くと
らえようとする議論もある。イギリスの政治学者
C. クラウチは、労働者の集合的な政治参加を通
じて資本主義経済をコントロールし、社会立法や
社会保障を発達させて人びとの生活の向上を図る
ような動きが、1980年代以降、放物線の下降局面
に入ったとみて、それを「ポスト・デモクラ
シー」という言葉で表現している（クラウチ
2007）。

また、先述のモンクは、リベラル・デモクラ
シーが、非リベラル化と非デモクラシー化の両面
で危機に瀕していると論じる。モンクは、自身が
関わった調査を含むいくつかのデータに依拠しな
がら、ヨーロッパ、アメリカを含む多くの国々で、
強いリーダーを望む傾向が高まり、（極端な場合
には軍事政権への支持を含め）人びとが民主的な
価値を軽視して権威主義体制に惹かれる傾向が強
まっていると述べる（モンク 2019：第 3 章）。そ
して、このような意味でのリベラル・デモクラ
シーの後退傾向に大きく関連しているのが、近年
さまざまに論じられているポピュリズムの政治で
ある。

4 ．ポピュリズム

⑴ ポピュリズムの基本的な理解
先に述べたように、第二次大戦後のある時期ま

では、各国で工業化を軸にした経済成長が続き、
労資の階級に基礎を置く二大勢力の対抗を中心と
しながら政党政治が比較的安定して展開されてき
たといえる。その後、社会経済状況が変化するな
かで、新しい政治勢力が急激に支持を広げたり、
既存の政党が新しい手法で有権者の関心を集めた
りすると、そうした現象がしばしば「ポピュリズ
ム」とみなされるようになる。

ポピュリズムの定義については、筆者も以前に
先行諸研究をふまえて整理したことがあるが、そ
れは基本的に、（語源でもある）「人びと」の範囲
や対象を再定義しながら、その支持を根拠に既存
の政治のあり方を変えようとする動きであると考
えられる（渡辺 2017：120-121）。ただし、実際
にはそれが表す事象や論者の関心を反映して極め
て多義的に論じられており、社会科学の分析概念
として用いる際には注意が必要である。

たとえば、ポピュリズムの語は「政治体制」を
論じるために用いられることがある一方で、政治
手法、すなわちリーダーシップのあり方や大衆動
員の方法を指すこともあるし、さらには、民意に
沿って多数決的に政治が行われるべきだとするイ
デオロギーとしてとらえられることもある（島
田・木村編 2009）。それはまた、中核的な価値を
欠き、国や地域ごとに、また時期や局面によって
その主張を融通無碍に変えていく面ももつ

（Taggart 2000）。結局、ポピュリズムは状況依存
的な性格をもつため、それぞれの社会や政治の特
性をふまえて、それらをどのように変えようとす
る動きなのか、という点に注意が払われなければ
ならない。

とはいえ、ポピュリズムとして語られる事例の
多くに共通する傾向は確認できる。まず、ポピュ
リズムは、一般にその担い手（ポピュリスト）が
社会における人びとの不満や不安に訴えて支持を
広げようとすることから、その成功は、社会経済
構造の変化やそれにともなう政治変化がもたらす
状況（需要側の条件）と、ポピュリストによる支
持動員戦略（供給側の条件）とが合致したときに
起こるという点である。その際、先に述べたよう
な社会的クリーヴィッジの融解や中間団体の衰退
が有権者個人と政治家を直接結びつける方向には
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たらくことや（「中抜きの政治」）、インターネッ
トの普及や SNS の発達なども含むメディアの変
容がその背景にあるとも考えられている（水島
2020）。また、その担い手（ポピュリスト）の態
度ないし主張に着目すると、ポピュリストは「腐
敗したエリート」と「（善良な）普通の人びと」
とを対比させ、後者の代弁者として振る舞うこと
が多いとされる（ミュラー 2017）。

それでは、こうしたポピュリズムの広がりがデ
モクラシーにどのような影響を与えるのだろうか。

⑵ デモクラシーとポピュリズム
デモクラシーとの関係でのポピュリズムの評価

は、論者によってさまざまに異なる。
まず、否定的なもの、つまりポピュリズムは基

本的にデモクラシーを損なうとみる立場がある。
ドイツ出身で、アメリカで活動する政治哲学研究
者 J-W. ミュラーは、ポピュリズムの本質を多元
主義の否定と道徳的な正しさの独占に見出す。そ
して、ポピュリストは自分たちだけが純粋な人民
を代表すると主張し、あらゆる敵対者を非道徳的
だとみなし、権力を握ると、時には憲法をも含め
た民主的な諸制度に手を加えることによってデモ
クラシーを傷つける、と指摘する（ミュラー
2017：26-33，71-72）。また、フランスの歴史
家・政治学者 P. ロザンヴァロンは、代議制にお
いて一般的に認識されているような選挙や議会に
よるデモクラシーを、市民によってさまざまに展
開される監視や異議申し立ての作用からなる「カ
ウンター・デモクラシー」が補完しうるとみるが

（詳しくは後述）、後者が前者を破壊してしまうよ
うな「病理」として表れるのがポピュリズムであ
るとし、警戒すべきものと考えている（ロザンヴ
ァロン 2017：第 4 章）。

次いで、ポピュリズムの特性を慎重に見定めつ
つ、場合によってはそれがデモクラシーを促進な
いし補完しうるとみる立場がある。政治学者の水
島治郎や吉田徹は、アメリカ人民党や中南米の事
例にも言及し、その歴史をたどりながら、ポピュ
リズムが人びとの支持に依拠する点でデモクラ
シー（民主主義）の本質的な要素を含むとみてお
り、少なくともデモクラシーを活性化させる可能

性をもつと指摘する（水島 2016；吉田 2011）。
ただし、これらの議論には、それを「大衆迎合政
治」ととらえる通俗的な見解では今日のポピュリ
ズムの広がりを十分に理解できない点に注意を促
す狙いがあるともいえる。

さらに、ポピュリズムを特定の文脈において肯
定的にとらえるものもある。アルゼンチン出身の
政治学者 E. ラクラウとベルギーの政治学者 Ch.
ムフがその代表的存在であろう。ラクラウらは以
前より、政治主体の形成を構成主義的にとらえ、
さまざまに異なる立場から既存の社会や政治に異
議を申し立てる動きを「等価性の論理」によって
つなぎ合わせることでデモクラシーを深化させう
ると論じていた（Laclau/Mouffe1985＝1992）。
彼らはそのような作用をポピュリズムに見出し、
それを戦術的に活用しようと考えるのである（ラ
クラウ 2018）。

⑶ デモクラシーとの関係の整理
ポピュリズムをめぐって上記のようにさまざま

な評価が錯綜する状況をどう理解したらよいのだ
ろうか。この点については、体制移行の局面を区
別して検討する C. ミュデと C. カルトワッセルの
アプローチが有効であろう（Mudde/Kaltwasser
2012；ミュデ／カルトワッセル 2018：第 5 章）。

ミュデらは、「ポピュリズムはデモクラシーに
とっての脅威か矯正のどちらかとして作用しうる。
これはつまり、ポピュリズムそのものは民主的制
度にとって良いも悪いもないということである」

（ミュデ／カルトワッセル 2018：121，強調は著
者）と述べたうえで、体制変化との関係を図式的
に示す。すなわち、まず権威主義と民主主義（デ
モクラシー）を対比させたうえで、それぞれを

「完全な権威主義」と「競争的権威主義」、「選挙
民主主義」と「自由民主主義」に分ける。これら
を左から右に並べ、この順に動くことを民主化と
とらえる一方で、それが逆方向に動くこと（民主
主義の後退、権威主義化）もありうるとみる。そ
して、基本的には、右のほうではポピュリズムが
民主化を阻害ないし非民主化を助長する方向には
たらき、左のほうでは民主化を促進ないし非民主
化を抑制する方向にはたらくととらえている。
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このようにみれば、ポピュリズムがさまざまな
局面で生じうることや、デモクラシーとの関係で
多様な評価が生じることを、ある程度整合的に理
解できそうである。母国アルゼンチンでの政治経
験から生まれたという面をもつラクラウの議論も、
権威主義体制の民主化に関わるという点ではこの
見方に合致する。もっとも、ラクラウやムフのい
う「ラディカル・デモクラシー」は、先進民主主
義国とされている国においてさらなる民主化をめ
ざす実践の理論という意味をもつが、彼らが近年
ポピュリズムとして語られているような多くの現
象を肯定しているわけではないし、上記の整理と
まったく矛盾するものでもないといえるだろう。

ところで、イギリスの政治学者、M. カノヴァ
ンが指摘するように、「人びと（people）」の語に
着目すると、デモクラシーとポピュリズム、さら
にはナショナリズムとが交錯する状況がみえてく
る。「人びとに力を」というデモクラシーの基本
的な要求は、すでにみたように、「人びと」の範
囲の確認を求め、エリート対し普通の「人びと」
の声を重視すべきだとするポピュリズムの主張と
結びつくと同時に、「人びと」の範囲としてのネ
イションの重要性をも再認識させるからである

（Canovan 2005）。そこで次に、ナショナリズム
をめぐる議論の検討に移ろう。

5 ．ナショナリズム

⑴ ナショナリズムの基本的な理解
ナショナリズムの定義として最も明快で、かつ

一般的に受け入れられているのは、「政治的な単
位と民族的な単位が一致しなければならないと主
張する政治的原理」とする E. ゲルナーの見方で
あろう（ゲルナー 2000：1）。また、その基盤と
なる「ネイション」については、本質主義的にで
はなく、構成主義的にとらえられるべきものであ
ることも広く認識されている。すなわち、B. ア
ンダーソンが「想像の共同体」と呼んだように、
ネイションについては、実体というより、人々の
集合的な意識の中に歴史的に形成された概念であ
るという面が大きいのである（アンダーソン
1997）。

とはいえ、ナショナリズムという言葉も、それ
が使われる文脈によってさまざまな意味や作用を
もつ。たとえば、帝国主義やファシズムと結びつ
いて政治的な支配の拡大に結びつくこともあれば、
植民地支配からの独立の論理として用いられたり
もする。また国家の枠組みが比較的長期にわたり
安定し、経済的な発展を遂げた西欧諸国において
も、民族主義的な分離運動として現れることがあ
る（スミス 1995）。政治的な党派性でいえば、今
日では一般的に右派の主張と結びやすいといえそ
うだが、左派がそれを抵抗・改革の原理として用
いた歴史もある（Conversi 2020）。

こうしたことから、ナショナリズムの評価もさ
まざまに異なりうる。たとえば、政治史研究者の
塩川伸明がいうように、それは、自己決定、国民
主権、民族解放といったプラス・シンボルになる
こともあれば、排他的、独善的、狂信的なものと
してマイナス・シンボルと結びつくこともある

（塩川 2008：182）。ナショナリズムもまた、ポピ
ュリズム以上にその種類や用いられる局面に注意
しながら論じていかねばならないものなのである。

⑵ ナショナリズムと右翼ポピュリズム
イギリスの歴史学者 A. スミスは、1970年代末

の時点で、当時の世界で認められるナショナリズ
ムの動きの類型化を試みた際に、植民地からの独
立をめざす運動や新興国家の場合とは区別して、

「西欧のようにすでにネイション形成を終えた諸
国」においても、大衆的な威信を強化して国家を
再生しようとするタイプとエスニックな少数派に
よる分離主義として現れるタイプがあることを指
摘していた（スミス 1995：236-238）。

リベラル・デモクラシーが一応の確立をみた現
代の西欧諸国においては、すでに述べた社会と政
治の変化に加え、欧州統合の進展や、移民・難民
の増加により、ナショナリズムが排外主義的な形
をとって現れることが多い。その理由、過程、活
動形態の特徴等については、これまでにも内外の
多くの論者が指摘してきているが、日本における
この分野の代表的な研究者の一人である古賀光生
は、近年の西欧諸国で台頭している「非西欧系移
民の排斥を訴えるなど排外的ナショナリズムを唱
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える政党」を「右翼ポピュリスト政党」と位置づ
ける（古賀 2015：140）。それらは、多様性を拒
絶して社会の同質化を求める権威主義や、反知性
主義・反エリート主義を特徴とし、排外主義的な
ナショナリズムの政治争点化を通じて支持を拡大
しており、それが「右翼ポピュリズム」の興隆を
招いているのである。そのような観点からしても、
冒頭でふれたような自国優先主義や、われわれが

「再国民化」と呼ぶ動きのなかにみられるナショ
ナリズムは、特に西欧諸国においては、基本的に
社会を分断し、政治的なまとまりを弱める方向に
作用するといえよう。

民族主義的なナショナリズムが排外主義につな
がるのは、一般的には歓迎すべからざることであ
る。しかしその一方で、現代のポピュリズムが、
雇用の不安定化を含む社会経済状況の変化のなか
で居場所を失い、公的支援の網からも漏れ落ちる

「置き去りにされた人びと」の疎外感を背景に広
がっていることをふまえると、帰属感情に訴える
ナショナリズムの意義は十分に認識されるべきで
あろう。その点でわれわれがデモクラシーとナシ
ョナリズムの関係を考えようとする場合には、他
にも注目すべき議論の系譜がある。

⑶ リベラル・デモクラシーと親和的なナショナ
リズム
ゲルナーの定義にみられるようなナショナリズ

ム観は、基本的に民族的な同一性に訴えるもので
あることから排外主義を招きやすいのに対し、よ
り包括的で、市民社会の普遍性を重視するような
ナショナリズム観が提起されることもある。その
場合、前者が「エスニック・ナショナリズム」、
後者が「シビック・ナショナリズム」と呼ばれ
る6 )。また、どちらかというと後者に比重を置き
ながらも両者を統合する試みとして、「リベラ
ル・ナショナリズム」と呼ばれる一連の議論があ
る。それは基本的に、エスニックな要素を認めつ
つ、現代の民主政治に適合的なナショナリズムの
あり方を探ろうとするものだといえる7 )。

リベラル・ナショナリズムの代表的な論者とみ
なされているイスラエルの政治学者 Y. タミール
は、特定の社会への文化的愛着と、個人の自由が

尊重される社会の普遍性との両立をめざし、国家
ないし国家横断的な機構のなかで複数のネイショ
ンが共存しうる体制を模索する（Tamir 1993＝
2006）。彼女は、リベラルな価値とナショナルな
価値との本来的な緊張関係を認めつつも、それら
の融合の可能性を示そうとする。そして「個人の
自立、反省、選択を尊重するリベラルな潮流と、
所属、忠誠、連帯を強調するナショナルな潮流は、
相互に排他的であるとの見方が広がっているけれ
ど、実は互いに一方が他方を包摂しうる関係にあ
る」と述べる（Ibid：6）。

また、リベラル・ナショナリズムの論者の一人
と目される政治哲学者 D. ミラーは、社会保障や
再分配政策を機能させるためにも（すなわちリベ
ラルな価値が実現されるためにも）、市民と国家、
市民相互の信頼が不可欠で、それを維持するには
ナショナルなアイデンティティが必要であると説
く。ミラーは「リベラルなもの」と「ナショナル
なもの」の共存をめざそうとし、ナショナルな自
己決定の重要性を認めるとともに、「ナショナリ
ティの原理」はその基準に合致するすべての集団
に適用されるべきだと主張する（Miller：1995＝
2007）。

このようなリベラル・ナショナリズムについて
は、人々が自らの属する社会への愛着をもつこと
の意義を認めつつ、重層的なアイデンティティの
あり方に着目することで、排他性を抑制しうると
する見方だといえる。こうした議論がうまれた背
景にはさまざまな要素があるが8 )、タミールがイ
スラエルで、ミラーがイギリスで、またここでは
ふれられなかったが有力な論者の一人である W.
キムリッカがカナダで、というように、建国時か
らナショナル・マイノリティや複数のネイション
を抱えた国々において、具体的な問題状況に即し
た実践的な理論として構築されてきた面があるこ
とにも留意すべきであろう。

6 ．排外主義的ポピュリズムへのオルタナ
ティヴ

本稿でこれまでに検討した内容を整理すると、
近年の西欧諸国では、民族主義的なナショナリズ
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ムの再興（「再国民化」）が、排外主義的なポピュ
リズムの拡大という形をとって、リベラル・デモ
クラシーを後退させるような動きが多くみられる、
ということになろう。ナショナリズムが排外主義
と結びつき、さらにはそれがポピュリズムによっ
て拡大していく状況において、どのような対抗戦
略がありうるのだろうか。

この点に関わる理論的な把握として確認してお
きたいのは、「カウンター・デモクラシー（対抗
民主主義）」という視点である。ロザンヴァロン
は、代議制が本来的に機能不全に陥る傾向をもつ
との認識に基づき、（通常認識されているような）
選挙で正当化されるデモクラシーを、監視・阻
止・審判といった市民が関わりうる諸活動を通じ
て補完していく必要があるとし、現代においては
それがいっそう重要になっていると説く（ロザン
ヴァロン 2017）。彼の認識では、選挙によるデモ
クラシーが浸食されている一方で、市民による意
見表明や集団行動は広範に展開されるようにもな
っており、必ずしも人びとが受動的になっている
わけではないという。ただし、現代のカウン
ター・デモクラシーは、目標の全体像を想定でき
ず、個々の実践として展開されるため、政治参加
の要素がポピュリズムと結びつく危険があるなど、
決して成功を約束されるものではない。しかし、
それでもなお、具体的な政治的経験のなかで反省
と研鑽を重ねて民主主義を強化していくしかない
とされる（同上：302-309）。

こうしたことを念頭に置くと、次に考えるべき
は、市民社会の強化であろう。その場合、かつて
主流であった労働組合を中心とした職能的な組織
だけではなく、さまざまな社会運動や、社会的自
助、権利擁護などに関わる非営利組織を活性化す
るために、「市民活動政策」を拡充し、制度的枠
組みを整備していく必要がある。そのようにして
市民活動を促進し、政府や市場をも含めた参加ガ
バナンスを向上させられれば、デモクラシーの新
しい展開も可能になると考えられる（坪郷
2013：31-37）。

続いて、そうした市民社会政策ないしその中で
生じる社会運動と政党との連携が鍵になる。かつ
てのように社会的クリーヴィッジに沿って表出す

る利害を政党が安定的に媒介するような政治は失
われつつあるが、議会や選挙がある以上、政党に
よる論点提示、政策形成機能は残り続ける

（Dalton et al. 2011；待鳥 2018）。そして、政党
の側にも社会とのつながりを模索する動きがない
わけではない。たとえば、イギリス労働党は、長
年にわたって「運動」の要素を取り入れる模索を
続けてきており、2010年代の半ばに「サポー
ター」制度を導入した。すなわち、一般党員が党
首選を中心に党運営に参加できるようにする形で、
党組織と有権者のつながりを再形成しようとした
のであり、それが J. コービンの党首就任を可能
にしたような支持者主導の動きをつくり出すこと
にもなった（武田 2017）。

さらにヨーロッパの外に目を向けると、市民と
社会運動組織、政党の間でよりダイナミックな相
互作用が生じている例もある。韓国では、2008年
にアメリカ産牛肉の輸入問題をめぐって起こった

「ろうそくデモ」において、市民の直接行動が、
多様な争点を包摂しながら展開し、それをサポー
トする形で関わった既存の社会運動組織の行動を
変えた。それはさらに当時の野党、民主党の政策
に影響を与え、ひいては保守系与党を（いったん
は）自由競争の推進から福祉重視の方向へと転換
させることにもなった（安 2015）。

このようにみてみると、はっきりとした帰結を
予見できるような形ではないとしても、理論と実
践の両面から一定のオルタナティヴを構想するこ
とは可能だといえそうである。

おわりに

すでに確認したように、民族主義的なナショナ
リズムはポピュリズムに排外主義的な主張を提供
しがちである一方、ある種のナショナリズムは、
自らが属する社会への愛着をもたらすことによっ
てデモクラシーを支えるものにもなりうる。この
点で、先述のモンクは、ナショナリズムを否定す
るのではなく、それが排他的なものにならないよ
うに「飼いならすしかない」という。彼は「包摂
可能な愛国主義のための新たな言葉を編み出さな
ければならない局面を迎えている」といい、その
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ような「包摂的なナショナリズム」は、国境をも
つとしても、リベラル・デモクラシーと矛盾する
も の で は な い と 指 摘 す る（モ ン ク 2017：
215-223）。この点は、先にみたリベラル・ナショ
ナリズムの主張にも重なる。

政治学者の新川敏光は、「福祉国家」の社会統
合機能が低下した現在、新たな統合の枠組みとな
るのがリベラル・ナショナリズムであるととらえ
る。すなわち、再分配の政治がアイデンティティ
の政治に変わりつつある中で、リベラルな価値を
守るために、その価値を育んできたナショナルな
文脈を再評価するという論理が注目されるのであ
る（新川 2017）。他方で、リベラル・ナショナリ
ズムについては、イスラエルやカナダといった
国々で実践的な努力が重ねられている場合を除け
ば、現実の政治勢力がそれを掲げて活動している
例は見出しにくく、その涵養は容易ではない。そ
うだとしても、市民教育ないし公民教育を通じて、
少なくともナショナリズムが排他的なものになら
ないように、長期的な取り組みを進めていくこと
は有力な選択肢となるだろう9 )。

ナショナリズムの性格や内容は、いうまでもな
く、その国や地域が置かれた具体的な文脈よって
さまざまに異なる。それが排外主義的にポピュリ
ズムに結びつく形態や可能性も一様ではない。そ
れぞれの社会において「ネイション（国民・国）」
や「人びと」の語がどのような意味をもち、また
それがどう変わってきているのか。排外主義的ポ
ピュリズムへの対抗戦略のあり方、市民社会の強
化や政党の再生の試みはどうなっているのか。現
在進行中の共同研究において、これらに関わる知
見を集めながら、現代デモクラシーの課題に関す
る考察を深めていきたい。

注
1 ）これらの共同研究は、いずれも龍谷大学社会科学
研究所の助成を得て進められたものである。また本
稿も、同研究所「共同研究（2018-21年度）」の成果
の一部である。

2 ）日本語の「民主主義」という言葉については、「主
義」という表現が思想ないし規範の意味合いを含み
がちなので、本稿では基本的に「デモクラシー」な
いし「民主政治」という表現を用いることにする。

3 ）ギグ・エコノミーやプラットフォーム労働の実態
については、労働問題研究者・活動家の今野晴貴が
伝えるところである（今野 2020）。

4 ）ただし、ヨーロッパのリベラル・デモクラシーも
それをもたらした政党デモクラシーも、明確な構成
原理に基づいて形成されたわけではない点には注意
すべきであろう（網谷 2019）。なお、日本について
も、少なくとも「55年体制」下では各党が部分的に
は大衆組織政党の性格をもっていたと考えられる

（中北 2012； 3 章）。
5 ）ポグントケらは、①リーダーの権力資源の増大、
②リーダーシップの自律性の増大、③選挙過程の個
人化、をその様態として挙げるが（Poguntke/Webb
2005：5＝6-7）、邦訳の「日本語版によせて」にある
この指摘が、その要点を最も簡潔に表しているとい
える（ポグントケ／ウェッブ 2014：ii）。

6 ）こうした分類についてはアメリカの哲学者 H. コー
ンの議論が有力だとされるが、ここではその点も含
めて［深沢 2008］の整理を参照した。

7 ）この節の以下の記述は、前年度に研究ノートとし
てまとめた拙稿（渡辺 2020）の一部を要約したもの
であるため、内容が重複することを断っておく。

8 ）特に、それが「リベラル－コミュニタリアン論争」
から生まれたという点が指摘されたり（白川 2012）、
グローバル化にともなうコスモポリタンなデモクラ
シーの構想との関係で論じられたりすることもある

（De Shutter/Tinnevelt 2009）。
9 ）タミールがイスラエルで複数ネイションの共存を
模索する際にも公民教育の必要性が指摘される。ま
た、モンクもソーシャルメディアの弊害を意識しつ
つ、公教育を通じて市民的徳の涵養やリベラル・デ
モクラシーの成果を（限界とともに）伝えていくこ
とが重要だと述べる（モンク 2017：255-263）。ただ
し、公民教育拡充の試みが「上からの」統制・動員
の要素を強め、ここで期待されるような効果をもた
らさない可能性がある点には留意すべきであろう。
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